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１ 策定体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市川市教育委員会 

第２期計画の策定主体 

市川市教育振興審議会 

 

第２期計画案について、教育

委員会の諮問に応じ調査審議

し、意見を答申する。 

第２期市川市教育振興

基本計画策定会議 

 

第２期計画の策定に関し、調

査し、協議し、及び必要な調整

を図るとともに、第２期計画の

原案を作成する。 

第２期市川市教育振興

基本計画策定作業部会 

 

第２期計画の策定に必要な

事項を調査し、及び検討すると

ともに、第２期計画の素案を作

成する。 

市民の意見 

○パブリックコメント 

意見 

答申 

設置 原案提出

指揮 

監督 

素案提出

情報公開 

諮問 
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⑴ 市川市教育振興審議会設置条例 

（設置） 

第１条 本市に、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４

第３項の規定に基づき、市川市教育振興審議会(以下「審議会」という。)

を置く。 

（任務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事項について、教育委員会の諮問に応じ調

査審議するとともに、必要に応じ建議することができる。 

⑴ 教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第１７条第２項の規定に

より定める教育振興基本計画に関する事項 

⑵ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第  

１６２号）第２７条第１項の規定に基づく教育委員会の権限に属する

事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価に関する事項 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１０人以内で組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

⑴ 学識経験のある者 

⑵ 学校教育の関係者 

⑶ 幼稚園、小学校、中学校又は特別支援学校に在学する幼児、児童又

は生徒の保護者 

⑷ 地域における教育の向上に資する活動を行う者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員は、非常勤とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長各１人を置き、委員のうちから互選す

る。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長と

なる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

 

１ 市川市教育振興審議会
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（事務） 

第７条 審議会の事務は、教育委員会事務局教育総務部において処理する。 

（報酬及び費用弁償） 

第８条 市は、委員に対し、市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅

費及び費用弁償に関する条例（昭和３１年条例第２６号）の定めるとこ

ろにより、報酬を支給し、及び職務を行うための費用を弁償する。 

（委任） 

第９条 前各条に定めるもののほか、審議会の運営その他必要な事項は、

審議会が教育委員会の同意を得て定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

（市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償に関する

条例の一部改正） 

２ （略） 

 

 

⑵ 市川市教育振興審議会委員 

選出区分 氏 名 職業等 

学識経験を有する者 

（第１号委員） 

 

大熊 徹 東京学芸大学教授 

前田 泰弘 和洋女子大学准教授 

渡邊 智子 千葉県立保健医療大学教授 

油井 宏子 ＮＨＫ学園講師 

学校教育の関係者 

（第２号委員） 
佐藤 菊弥 市川市立第八中学校校長 

齊藤 雅代 市川市立大洲幼稚園園長 

幼稚園、小学校、中学校

又は特別支援学校に在学

する幼児、児童又は生徒

の保護者（第３号委員） 

ハリス 貴子 下貝塚中学校ＰＴＡ会長 

晒科 里美 須和田の丘支援学校ＰＴＡ副会長

地域における教育の向上

に資する活動を行う者

（第４号委員） 

角谷 好枝 コミュニティクラブ推進会議委員

中村 ふじ江 元市川市教育委員会委員 
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⑶ 諮問及び答申 

① 諮問書 
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② 答申書 
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⑴ 第２期市川市教育振興基本計画策定会議設置要綱 

（設置） 

第１条 第２期市川市教育振興基本計画（以下「２期計画」という。）の策

定を円滑に進めるため、第２期市川市教育振興基本計画策定会議（以下

「策定会議」という。）を置く。 

（任務） 

第２条 策定会議は、２期計画の策定に関し、調査し、協議し、及び必要

な調整を図るとともに、２期計画の原案を作成するものとする。 

（組織） 

第３条 策定会議は、別表に掲げる職にある者をもって組織する。 

（会長及び副会長） 

第４条 策定会議に会長及び副会長各１人を置き、会長は教育次長を、副

会長は教育総務部長をもって充てる。 

２ 会長は、会務を統理し、策定会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 策定会議の会議は、会長が招集し、議長となる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、２期計画の策定に関係する担当

職員を策定会議の会議に出席させ、その意見を求めることができる。 

（作業部会） 

第６条 策定会議に、２期計画の策定に必要な事項を調査し、及び検討す

るとともに、２期計画の素案を作成させるため、第２期市川市教育振興

基本計画策定作業部会（以下「作業部会」という。）を置く。 

２ 作業部会は、教育政策課長の職にある者並びに市川市教育委員会事務

局等組織規則（昭和５３年教育委員会規則第１号）第６条第２項に規定

する課長並びに同条第４項に規定する教育センター所長、中央図書館長、

考古博物館長及び自然博物館長の推薦に基づき、会長が指名する者を

もって組織する。 

３ 作業部会は、２期計画の素案及びその作成の経過を策定会議に報告す

るものとする。 

（事務局） 

第７条 策定会議の事務は、教育政策課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、策定会議の運営その他必要な事項

は、策定会議において定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年１月２５日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ 第２期市川市教育振興基本計画策定会議 
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２ この要綱は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１７日から施行する。 

別表（第３条関係） 

⑴ 教育次長 

⑵ 教育総務部長 

⑶ 教育総務部次長 

⑷ 教育総務部教育政策課長 

⑸ 学校教育部長 

⑹ 学校教育部次長 

⑺ 学校教育部義務教育課長 

⑻ 生涯学習部長 

⑼ 生涯学習部次長 

⑽ 生涯学習部生涯学習振興課長 

⑾ 企画部次長 

⑿ 財政部次長 

⒀ 文化国際部次長 

⒁ こども部次長 

⒂ 保健スポーツ部次長 

⒃ 環境清掃部次長 

⒄ 危機管理室危機管理課長 
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２ 策定経過 
 

年 月 主な内容 

平成２５年 １月 教育委員会において策定方針を決定 

平成２５年 ３月 第１回教育振興審議会で策定方針の説明 

平成２５年 ５月 第１回第２期市川市教育振興基本計画策定会議において

原案１を決定 

平成２５年 ７月 教育委員会において第２期市川市教育振興基本計画案決

定・諮問議決 

平成２５年 ７月 第２回市川市教育振興審議会に諮問 

平成２５年 ７月 第３回市川市教育振興審議会において調査審議 

平成２５年 ８月 第４回市川市教育振興審議会において調査審議 

平成２５年 ８月 第５回市川市教育振興審議会より中間とりまとめ報告 

平成２５年１０月 第２回第２期市川市教育振興基本計画策定会議において

原案２を決定 

平成２５年１１月 教育委員会において第２期市川市教育振興基本計画案２

決定 

平成２５年１２月 第６回市川市教育振興審議会において調査審議 

平成２５年１２月 パブリックコメント（１２月７日～１月６日） 

平成２５年１２月 市川市教育振興審議会より答申 

平成２６年 １月 教育委員会において第２期市川市教育振興基本計画決定 

 

 


